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継続事業の場合
は関連指標の増
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継続事業の場合
は関連指標の増
減理由および昨
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継続事業の場
合は関連指標
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数

目標
達成
度

その理由（成果や課題
など）

目標設定の考え方

継続事業の場合は
関連指標の増減理
由および昨年度実
績を記入してくだ
さい

記入例１ エコ・スクール推進事業 環境政策課

児童・生徒が主体的
に環境学習や環境保
全活動に取り組む力
を育むため、学校全体
で地域とともに活動す
る学校を「エコ・スクー
ル」として認定し、持続
可能な社会の担い手
の育成を図る。

　 ○ ○ ○ ○ 6024 A

エコ・スクール認定
校20校を達成し、よ
り多くの児童生徒に
エコ・スクールに取
り組んでもらえたた
め。

県基本構想実施
計画において、
エコ・スクール認
定校20校/年以
上を目標として
おり、多くの児童
生徒にエコ・ス
クールに取り組
んでもらう。

エコ・スクール認
定校が18校から
20校へ増えたた
め。
（参考）令和２年
度：5260名

20 A

エコ・スクー
ル認定校20校
を達成し、多
くのエコ・ス
クールの取組
をHPで紹介で
きたため。

県基本構想実
施計画におい
て、エコ・スクー
ル認定校20校/
年以上を目標と
しており、エコ・
スクールの環境
学習取組情報を
周知していく。

エコ・スクール登
録校が18校から
20校に増えたこ
とにより、活動
報告書の掲載
数も増えたた
め。

― ― A

エコ・スクー
ル認定校20校
を達成し、学
校と地域活動
団体等との連
携による環境
学習取組が行
われたため。

県基本構想実施
計画において、
エコ・スクール認
定校20校/年以
上を目標として
おり、学校と地域
の連携による環
境学習等を進め
ていく。

― 203 A

エコ・スクール認定
校３校から取組成果
を発表いただけたた
め。

エコ・スクール認定校
における環境学習の
更なる推進および県
内のエコ・スクールの
普及を目的に、しが環
境教育研究協議会の
プログラムの一環とし
て、エコ・スクール発表
会を開催し、３校程度
から発表してもらう。

昨年度は新型コロ
ナウイルス感染症
の影響によりエコ・
スクール発表会が
中止となったため、
参加者数は0名。

記入例２
幼児自然体験型環境学

習事業
環境政策課

保育士や幼稚園教諭
等の保育者を対象
に、自然を活かした体
験型の保育を推進す
るための実践型学習
会を開催

○ ○ ○ ○ 　 　 50 C

参加者数が定
員（目標）
100名（20名
×５会場）の
うち、50名で
あったため。

講師と相談のう
え、グループ
ワークに適した
人数として各回
20名を目標参加
人数にしており、
多く方に幼児自
然体験型環境学
習の重要性を理
解し、実践しても
らう。

学習会実施回数
が１回増加した
とともに、新型コ
ロナウイルス感
染状況が比較的
落ち着いている
時期に実施でき
たため。
（参考）
令和２年度：39
名／４会場→令
和３年度：50名
／５会場

6 43 C

参加者数が定
員（目標）
100名（20名
×５会場）の
うち、50名で
あったため。

講師と相談のう
え、グループ
ワークに適した
人数として各回
20名を目標参加
人数にしており、
多くの方に多様
な幼児自然体験
型環境学習プロ
グラムを作成し
てもらう。

新型コロナウイルス
感染状況が比較的
落ち着いている時期
に学習会を実施でき
たため。
（参考）
令和２年度：30名／
３会場、プログラム：
６個→令和３年度：
43名／３会場、プロ
グラム：６個

50 C

参加者数が定員（目
標）100名（20名×
５会場）のうち、50
名であったため。

講師と相談のう
え、グループ
ワークに適した
人数として各回
20名を目標参加
人数にしており、
幼児自然体験型
環境学習に関心
のある参加者同
士の交流の場を
設ける。

学習会実施回数
が１回増加したと
ともに、新型コロ
ナウイルス感染状
況が比較的落ち
着いている時期に
実施できたため。
（参考）
令和２年度：39名
／４会場→令和３
年度：50名／５会
場

6 B

県HPで幼児自
然体験型環境
学習プログラ
ムを掲載・周
知できたた
め。

学習会で作成し
た幼児自然体験
型環境学習プロ
グラムを公開
し、参加者だけ
でなく多くの方へ
プログラムの普
及を図る。

昨年度と同数の
幼児自然体験
型環境学習プロ
グラムを掲載で
きた。

記入例３
びわ湖の日活動推進事

業
環境政策課

びわ湖の日40周年を
契機に、森・川・里・湖
が織りなす多様な価
値や「びわ活」を発信
しながら、これまでの
取組を振り返り、今を
見つめなおし、これか
らを考え、行動する
きっかけづくりを進め
る。

○ ○ 　 ○ 1797 B

以下のとおり、多く
の方にに琵琶湖と関
わってもらえたた
め。
（参考）
・7月1日びわ湖の日
トーク生配視当日聴
者数：756名
・びわ湖との約束絵
手紙応募数：394枚
・大学との連携講座
受講申込者数：延べ
450名
・出前講座受講者
数：197名

滋賀県環境基本
条例第8条の趣
旨に基づき、多く
の方にびわ湖と
関わってもらえる
きっかけとなる場
や機会をつくる。

大学との連携講
座の参加者数を
YouTubeの再生
回数で計上してい
た分を申込者数
で計上したことか
ら減少した。
（参考）
令和２年度：2082
名

124 A

関連事業・企
画数が目標以
上の応募があ
り、県ホーム
ページで広く
発信できたた
め。

滋賀県環境基
本条例第8条の
趣旨に基づき、
びわ湖と関わる
きっかけづくりを
展開する。
課組織目標で
は、
びわ湖の日40周
年関連事業・企
画数：100事業・
企画以上を挙げ
ており、広くイベ
ント等の情報発
信を行う。

コロナ禍でも工
夫してイベント
等を実施いただ
いたため。
（参考）
びわ湖の日関
連イベントの掲
載数
令和２年度：41
件

2134 A

目標通り以下のこと
を実施できたため。
・びわ湖の日40周年
記念シンポジウム参
加者数：432名（当日
インターネット視聴
者数含む）、
・ワークショップ・
ブース出展：６回
（参加者数：延べ
1,702名）
・環境保全啓発パン
フレットを作成し、
県内小中学生へ配布
・DVDを作成し、県内
全小学校等へ配布
・テレビCMを●回放
送

滋賀県環境基本条例
第8条の趣旨に基づ
き、びわ湖と関わる
きっかけづくりを展開
する。
課組織目標では、び
わ湖の日40周年記念
シンポジウムの開催
（参加人数（インター
ネット視聴者数を含
む）150人以上）、ワー
クショップ・ブース出展
（４回以上）を掲げてい
る。
併せて以下も実施。
・環境保全啓発パンフ
レットを作成し、県内
小中学生へ配布
・多様なメディアによる
普及啓発（DVDやテレ
ビCMの放送）

ー

1 政策研修センター研修
政策研修セン

ター

主任主事・主任技師
級昇任者および新規
採用職員に対し、琵琶
湖環境の課題や取組
等を理解させる。

○

2 消費者教育支援事業
県民活動生
活課

学校における消費者
教育の指導者を支援
するため、教員に対し
て消費者教育に関す
る研修機会等を提供
し、学校現場における
消費者教育の推進を
図る。

○ ○ ○ ○

3
消費者月間講演会事業

県民活動生
活課

５月の消費者月間に
あわせて消費者市民
社会をテーマとした講
演会を、県内の消費
者団体と共催で実施
する。

○ ○

施策６（取組への気運を高める普及啓発）

番号 事業名 所属名 事業内容

１．県の施策の体系（６つの柱）別分類 ２．県の施策の体系（６つの柱）別の関連指標による評価

施策1（人材育成および活用） 施策２（環境学習プログラムの整備および活用） 施策３（場や機会づくり） 施策４（情報の提供） 施策５（連携・協力のしくみづくり）


